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公益社団法人日本フェンシング協会 

社員総会運営規程 

 

平成２８年６月１９日成立 

平成２８年１２月１８日改定 

平成２９年４月２３日改定 

平成３０年６月２４日改定 

令和元年６月３０日改定 

令和４年１１月１９日改定 

 

第1条 （目的） 

この規程は、公益社団法人日本フェンシング協会（以下「当協会」という。）の社員総会

の議事運営を定めることを目的とし、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成 

18 年 6 月 2 日法律第 48 号）（以下「法人法」という。）及び定款で定めるもののほか、

本規程によって社員総会の議事運営を行う。 

 

第2条 （資格） 

１．社員総会は、定款で定める正会員（以下「社員」という。）及びその委任を受けた代理人

でなければ出席することはできない。代理人は、当該社員が所属する支部の会員又は他の

社員でなければならない。 

２．前項にかかわらず、議長は、学識経験者、研究者その他の者の意見を聴くため、社員総

会への出席を求めることができる。 

３．前項の他、当協会の事務局長は、議長の議事進行を補佐するために、議長の許可を得て

社員総会に出席することができる。 

 

第3条 （オンライン出席による社員総会） 

１．当協会は、インターネットの手段を用いたビデオ会議システムを利用した出席方法（以

下「オンライン出席」という。）による社員の出席を認める社員総会を開催することがで

きる。 

２．前項による社員総会を開催する場合には、定款第 18 条第 4項の通知書にその旨、社員総

会に出席するために必要となる環境（通信速度、OS やアプリケーション等）（以下「指定

環境」という。）、オンライン出席を希望する場合の届出期間、及び出席の手順を記載しな

ければならない。 

３．オンライン出席を希望する社員は、前項の届出期間内に当協会に届出をしなければなら

ない。 
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４．オンライン出席の社員は、社員総会に出席するビデオ会議システムの利用にあたり、自

らの費用負担で、指定環境を満たした上で、情報伝達の双方向性及び即時性が確保でき、

かつセキュリティ対策を講じた設備及び接続環境を準備しなければならない。 

５．オンライン出席により社員総会に出席する社員が、前項の準備が不十分であった場合、

又はサイバー攻撃、大規模障害等による通信手段の不具合その他当協会の責に帰すべから

ざる事由による通信の切断（以下「通信障害等」という。）により社員総会において議決

権を行使できない等の不利益を被った場合でも、当協会は一切の責任を負わない。 

６．オンライン出席の社員は、社員総会への出席にあたり、当協会が別途定める方法による

本人確認を受けなければならず、本人確認を経ないで社員総会に出席することはできな

い。 

７．オンライン出席を認める社員総会の採決においては、オンライン出席の社員及び議決権

行使書により議決権を行使する社員との公平の観点から、社員総会の開催場所に参集して

出席する社員が議場において匿名によって議決権を行使することは認めない。 

８．第 2 条第 1項にかかわらず、社員から委任を受けた代理人はオンライン出席することが

できない。 

 

第4条 （議決権行使書） 

１．定款第 18 条第 5 項の議決権行使書に係る取扱いについては、次のとおりとする。 

(1) 議決権行使書は、当協会が指定する用紙を使わないもの及び当協会が指定する日ま

でに当協会に到着しないものは無効とする。 

(2) 議決権行使書の各議案に対する意思表示は、賛成又は反対のみとする。 

(3) 各議案の賛否の両方に表示がある場合及び両方に表示がない場合には、その議案に

ついて賛成とみなす。 

(4) 賛成の欄に指定された記号以外の表示があっても、その議案について賛成したもの

とみなす。 

２．議決権行使書により各議案に対する意思表示を行った社員が当該社員総会にオンライン

出席した場合に、オンライン出席後に採決される議案について、議決権行使書による意思

表示と異なる意思表示をしたときは、オンライン出席における意思表示を優先するものと

する。 

３．議決権行使書により各議案に対する意思表示を行った社員が当該社員総会にオンライン

出席した後、途中退席（通信障害等による場合を含む。）により社員総会の一定の議案に

ついて議決権を行使しない場合、又は出席しつつ採決において意思表示を行わない場合に

は、議決権行使書の意思表示に従って採決する。 

 

第5条 （委任状） 
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１．社員が、他の者に自己に代わって社員総会に出席し議決権を行使する代理権を授与する

委任書面（以下「委任状」 という。）を提出した場合の取扱いは、次のとおりとする。 

(1) 委任状は、当協会が指定する用紙を使わないもの及び当協会が指定する日までに当

協会に到着しないものは無効とする。 

(2) 委任状の効力は、社員総会ごとに生じるものとし、複数の社員総会を包括する委任

状は無効とする。 

(3) 委任状により委任した者（以下「委任者」という。）の署名がないときは、その委

任状は無効とする。 

(4) １人の委任者が委任状において委任する者（以下「代理人」という。）は１名のみ

であり、複数人を自己の代理人として指定することはできない。 

(5) 代理人は、他の者に再委任することはできない。 

(6) 代理人を指定しない委任状は、無効とする。 

(7) 委任者は、各議案に対する賛否の意思表示を明示して代理人を指定することができ

る。 

(8) 前号の場合、代理人は委任者の意思表示に従って議決権行使をしなければならない

が、議案に対する修正案が出された場合には、代理人は当該修正案については白紙

委任されたものとする。 

２．社員が委任状を提出したにもかかわらず当該社員総会にオンライン出席した場合には、

当該社員のオンライン出席後に採決される議案について、代理人は、自らが社員である場

合を除き、当該社員総会において発言することはできず、委任状にかかる議決権を行使す

ることもできない。 

３．委任状を提出した社員がオンライン出席した後、途中退席（通信障害等による場合を含

む。）により社員総会の一定の議案について議決権を行使しない場合には、代理人は、委

任状に従って当該議案に対し議決権を行使することができる。 

第6条 （議決権行使書又は委任状の変更等） 

１．社員が、第 4 条に規定する議決権行使書又は前条に規定する委任状の記載内容を変更又

は撤回しようとする場合には、社員総会前の最後の営業日の午後５時までに当協会に書

面をもって行わなければならない。 

２． 前項の場合において、当該日時までに当協会に書面が到着しない場合には、既に提出

されている議決権行使書又は委任状の記載のとおり処理を行う。 

 

第7条 （成立） 

１．社員総会の成立は、定款第 20 条の定めによるものとし、オンライン出席した社員は出

席した社員として扱う。 
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２．オンライン出席を認める社員総会において、通信障害等によりビデオ会議システムの使

用ができない結果、オンライン出席の社員が社員総会に出席することが困難になった場

合には、議決権行使書を提出していた場合及び委任状により代理人を指定していた場合

を除き、当該社員は欠席したものとして扱う。 

３．議決権行使書を提出した社員及び代理人の数は、成立の定足数の内に算入する。ただ

し、議決権行使書を提出した社員又は代理人を指定した社員がオンライン出席した場合

には、これらを重複して成立の定足数に算入してはならない。 

４．第 1 項の規定にかかわらず、代理人が社員総会を欠席したときは、定足数に算入しては

ならない。 

 

第8条 （議長） 

１．社員総会の議長は当該社員総会において社員の中から選出する。 

２．議長は、社員総会開催中、議事運営の最高責任者であり、本規程に従って常に公正な立

場で議事の運営を行わなければならない。 

 

第9条 （議長の任務） 

議長の任務は、次のとおりとする。 

(1) 社員総会の成立を宣告し、定足数が満たない場合には解散を宣言すること。 

(2) 議事進行に係る注意事項を通告すること。 

(3) 議事録作成人の指名をすること。 

(4) 議案に関係がない発言及び議事妨害に係る行為を制止すること。この場合におい

て、 議長の制止命令に従わない者その他当該社員総会の秩序を乱す者には、法人

法第 54 条第 2 項の規定に基づき退場させることができる。 

(5) 質疑応答その他質問が終了したと認めたときは、その旨を確認した後、質問の打ち

切りを宣言し、一切の発言を禁止すること。 

(6) 採決に当っては、内容を出席者に明瞭に伝え、採決の結果は明確に発表すること。 

(7) 議事日程が終了したときは、その旨を出席者に伝え、議事の全日程の終了宣言をす

ること。 

 

第10条 （成立等の報告） 

専務理事は、前条第 1 号の社員総会の成立宣言又は解散宣言に際し、議長の指示により

第 6 条の規定により社員の出席者数（議決権行使書面及び委任状による出席を含む。）

を確認し、成立又は不成立の報告を行う。 

 

第11条 （議事録作成人） 

１．議長は、社員総会の議事を記録するため、議事録作成人を出席理事の中から指名する。 
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２．議事録作成人は、社員総会における議事を正確に記録しなければならない。 

３．議事録作成人は、議事の記録を基に議事録を作成する。 

 

第12条 （議事録等） 

１．議事録は、法人法第 57 条第 1 項の規定に従って作成する。 

２．オンライン出席を認める社員総会を開催した場合の議事録には、オンライン出席の方

法、社員総会の開催場所とオンライン出席の社員との間で情報伝達の双方向性と即時性

が確保されている状況を基礎づける事実（ビデオ会議システムの利用）も記載しなけれ

ばならない。 

 

第13条 （議事録署名人） 

１．議長は、議事録の公正を確保するため、議事録署名人 を 3 人以内で出席社員の中から

指名することができる。 

２．議事録署名人は、作成された議事録の公正さ、事実関係との相違がないことを確認しな

ければならない。 

 

第14条 （質問及び意見） 

１．社員総会で質問しようとする社員は、予め当協会が指定した日までに書面をもって会

長あてに質問を提出すれば優先して回答を受けることができる。 

２．社員総会における質問及び意見（以下「質問等」という。）は、議長の指示に従って行

う。 

３．発言の際は、所属支部及び氏名を名乗らなければならない。 

４．質問等は、社員総会議案に沿って、明瞭、かつ、簡潔に行わなければならない。 

５．質問等は、議長に対して行い、直接出席者間で行ってはならない。 

６．発言者の発言中は、他の出席社員は議長に発言許可を求めてはならない。 

７．役員個人に係る質問若しくは個人の中傷及び誹謗に係る発言は厳に禁止する。 

 

第15条 （動議の取扱い） 

１．社員は、議場において、社員総会の運営、議事進行に関する動議、又は議案の審議に関

する動議を提出（口頭によると書面によるとを問わない。以下同じ。）することができ

る。社員の代理人も、動議の提出が委任事項に含まれている限り同様とする。ただし、代

理人に委任した社員が自らオンライン出席した場合には、動議の提出が委任状の委任事項

に含まれている場合であっても、当該代理人は動議を提出することはできない。 

２，当協会は、オンライン出席による社員総会においてオンライン出席の社員による動議を

取り上げることが困難であると判断する場合には、定款第 18 条第 4項の通知書にその旨
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を記載して、社員総会の開催場所に参集した社員から提出される動議のみを受け付けると

することができる。 

３．議案の審議や議事進行に関する動議は、関連する議案の審議中に限り提出することがで

きる。 

４．議長は、動議が提出された場合には、他の議案に先立って直ちに審議しなければならな

い。ただし、提出された動議が関連議案に対する修正議案であると判断した場合には、こ

れを議案として取り上げるか否かを総会に付議することができる。 

５．議長は、提出された動議の内容や趣旨が不明確であるときは、提出した社員に説明を求

めることができる。 

６．議長は、以下の場合には、採決を行うことなく動議を却下することができる。 

(1) 第４項にかかわらず、動議提出者が内容を明確にしなかったとき 

(2) 動議に合理的理由のないことが明らかであるとき 

(3) 議案の審議に関する動議であっても、招集通知及び総会参考書類に記載された内容

を超えたものであるとき 

(4) 一度否決された動議につき、その後事情の変更がないのに再度提出されたとき（一

事不再議の原則） 

(5) 動議が法令・定款に違反し、又は公序良俗に反するとき 

(6) その他、総会の正常な運営を著しく阻害し、他の社員の権利行使を妨害するおそれ

があると判断したとき 

 

第16条 （決議方法） 

１．議案の決議は、議長が次の採決方法の中から当該事案に最も適切と考える方法により行

う。 

(1) 口頭 

(2) 拍手 

(3) 挙手（オンライン出席におけるビデオ会議システム上の機能を含む。） 

(4) 投票 

２．前項の採決は、出席社員をもって行う。ただし、挙手及び投票による採決の際には、議

決権行使書面の議決権数及び委任状の数を含める。 

３．議長は、代理権行使の場合を除き、社員として採決に加わることはできない。ただし、

採決の結果、可否同数の場合は、議長の決するところによる。 

４．議長は、一括して審議した議題については、一括して採決することができる。 

５．前項にかかわらず、議長は、役員を選任する議案を決議するにあたり、候補者ごとに採

決を行わなければならない。ただし、議長が複数の役員の選任議案を候補者全員一括で採

決することを議場に諮り、異議がないときは、役員候補者全員の選任議案を一括で採決す

ることができる。 
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６．社員総会での議決権の行使は、「本人の出席」（オンライン出席を含む。）、「議決権行使書

面の提出」、「委任状の提出」の順で優先することとし、二重に行使しようとした場合は、

下位のものを無効とする。 

 

第17条 （傍聴者） 

１．社員総会の傍聴を希望する者は、議長に許可を求めなければならない。 

２．傍聴希望者が傍聴者席の定数を超えた場合には、入場することはできない。 

３．傍聴者は、定められた場所に着席し、発言をしてはならない。 

４．オンライン出席を認める社員総会において、事前に当協会に届け出ることにより、ビデ

オ会議システムを利用して社員総会を傍聴することができる。この場合、当該傍聴者は、

当該社員総会において発言してはならない。 

５．前項の場合であっても、当該傍聴者は第 3条第 6項と同じ方法により本人確認を受けな

ければならない。 

 

 

 


